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大和熔材のヘリウムリサイクル事業 

ＮＭＲを保有する研究機関の課題解決に貢献 
◆価格高騰や液化機の老朽化などを背景に全国から反響 

 
 大和熔材（大阪市生野区、名倉茂雄社長）は「ヘリウムリサイクル事業」でＮＭＲを保有する研究機関の課題解

決に貢献する。 

材料の構造解析などに使われるＮＭＲは、冷却材として液体ヘリウムが欠かせないが、近年ヘリウムの価格が

高騰している。 

ＮＭＲを保有する奈良高専物質化学工学科の亀井稔之教授は「ヘリウムのコストアップは研究機関のＮＭＲ存

続に影響しかねない。ヘリウムは我々の研究の生命線」と話す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 奈良高専でのヘリウム回収の様子 

https://www.koike-japan.com/home
https://www.yutaka-crown.com/
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そこで需要が高まっているのが、ヘリウムの再利用によるコスト

抑制だ。カギになるのが「液化機」で、回収したヘリウムを冷却して

再度使えるようにする設備。液化機は全国的にみても保有する大

学が限られるうえ、導入から４０年以上が経過し老朽化が進んでい

る。 

 大和熔材は、ヘリウムリサイクルの仕組みを、液化機を保有する

大阪大学、奈良高専と協力して構築した。奈良高専が使用したヘリ

ウムを大和熔材が回収し、大阪大学へ輸送する。ここで液化したヘ

リウムを奈良高専に輸送し、再度ＮＭＲで利用する循環サイクルだ。 

 当初、奈良高専がヘリウムリサイクルについて、液化機を保有する大阪大学コアファシリティ機構低温科学支援

部門に相談。同部門が、低温設備の点検を依頼している大和熔材に声をかけて輪がつながった。 

 奈良高専は１ヵ月あまりで７立方㍍のヘリウムを使用する。そのため、同校に１立方㍍のガスバッグ７個を設置し、

ヘリウムを常圧で一時保管しておく。ガスバッグが全て満たされたら、大和熔材が出向き、移動式圧縮機を使って

ヘリウムを圧縮して容器に充填し、輸送する。これにより、輸送コスト等を考慮しても、新たにヘリウムを購入する

場合よりもコストを抑制できる。 

 

■全国から引き合い 

  「ヘリウムリサイクルは全国の研究機関から反響がある」と大和熔材の上

林俊和専務は話す。昨年は関東から沖縄に至るまで１８人の大学関係者が、

ヘリウム回収作業の視察で奈良高専に訪れた。 

 このうちの１校が岡山大学。同大学は液化機を保有するが、老朽化により

一昨年トラブルに見舞われ、危機感を強めた。無事に液化機は復旧したが、

今後に備えて液化機を１台追加するとともに、ＮＭＲを保有する周辺の研究

機関にヘリウムリサイクルへの参加を呼びかけた。この取り組みに加わった

９つの機関から、使用したヘリウムを回収し、同大学へと輸送してヘリウムの

再液化を行ってリサイクルする。大和熔材は岡山にも拠点があり、ヘリウム

輸送で協力する。 

 このほか「北海道や東海、九州などの研究機関からも声がかかっている」と

上林専務は説明する。「関西・中国地区以外の遠隔地では輸送業務に関与することは難しいが、ヘリウム圧縮機

の納入とノウハウの提供で協力したい」と言う。 

 上林専務は前職の小池酸素工業時代、全国各地の大学などに液化機を納入した。昭和５０年代頃のことだ。今

再び、低温工学の分野で顧客が抱える課題に向き合い、第一線で汗を流している。 

 近年のヘリウムの高騰と、液化機の老朽化を受けて、国もヘリウムリサイクルへの予算に理解を示す。大和熔

材の同事業は、ひとつのモデルケースとなりそうだ。 

上林専務 

https://www.suzukishokan.co.jp/
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